
JP 2009-201867 A 2009.9.10

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ステント等の管状器官治療具を、管状器官の目
的箇所にスムーズかつ作業性よく留置できる、管状器官
治療具の搬送具を提供する。
【解決手段】この管状器官治療具の搬送具は、外側シー
スと、外側シース内にスライド可能に配置される内側シ
ース２０とを有し、外側シースの先端部内周に管状器官
治療具であるステントを保持し、内側シース２０の先端
部によってステントを外側シース先端から押し出すこと
により、ステントを開放させるように構成されており、
前記内側シース２０は、金属チューブ２３を有しており
、この金属チューブ２３は、先端側に切溝３５が形成さ
れて、基端側よりも柔軟にされている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外側シースと、該外側シース内にスライド可能に配置される内側シースとを有し、前記
外側シースの先端部内周に管状器官治療具を配置し、前記内側シースの先端部に前記管状
器官治療具を当接させた状態で、前記外側シースをスライドさせることにより、前記外側
シース先端部から前記管状器官治療具を開放できるように構成された管状器官治療具の搬
送具において、
　前記内側シースは、金属チューブを有しており、該金属チューブは、先端側に切溝が形
成されて、基端側よりも柔軟にされていることを特徴とする管状器官治療具の搬送具。
【請求項２】
　前記切溝は、前記内側シースの軸方向に所定間隔で配列されて形成されており、先端部
側の隣接する切溝どうしの間隔は、基端側の切溝どうしの間隔よりも、狭くなるように形
成されている請求項１記載の管状器官治療具の搬送具。
【請求項３】
　前記内側シースは、前記金属チューブと、該金属チューブに先端に連結された樹脂チュ
ーブとを有している請求項１又は２記載の管状器官治療具の搬送具。
【請求項４】
　前記金属チューブの切溝は、全体として螺旋形状をなし、この螺旋形状の切溝は、螺旋
の線方向に沿って間欠的に切断されて形成された切断部分と切残し部分とを有している請
求項１～３のいずれか１つに記載の管状器官治療具の搬送具。
【請求項５】
　前記金属チューブの前記切溝の切残し部分は、軸方向位置によって周方向における角度
がずれるように形成されている請求項４記載の管状器官治療具の搬送具。
【請求項６】
　前記内側シースは、前記金属チューブの内周を挿通して配置された、ガイドワイヤを挿
通可能な又は液体を流入可能なガイドチューブを更に有している請求項１～５のいずれか
１つに記載の管状器官治療具の搬送具。
【請求項７】
　前記外側シースには、補強体が配設されている請求項１～６のいずれか１つに記載の管
状器官治療具の搬送具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、血管、尿管、胆管、気管等の管状器官の治療に使用されるステント等の管状
器官治療具を、所定箇所に搬送するために用いられる、管状器官治療具の搬送具に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　近年、血管、尿管、胆管、気管等の人体の管状器官における、狭窄や閉塞、動脈瘤の破
裂等を防止するために、ステント等の管状器官治療具を、管状器官内の所定箇所に留置す
ることが広く行われている。
【０００３】
　例えば、ステントを管状器官内に留置させるものとして、下記特許文献１には、先端側
にステントを収納可能な拡大部を有する外側シースと、該外側シース内にスライド可能に
配置され、前記拡大部よりも基端側の止め具が取付けられた内側シャフトとを備えた、自
己拡張型ステント搬送装置が開示されている。また、前記内側シャフトは、その基端側の
部分（近位部）が、ステンレス、Ｎｉ－Ｔｉ等の金属材料で形成され、先端側の部分（遠
位部）が、ポリウレタン等の樹脂材料で形成され、それらがジョイントで連結された構造
をなしている。
【０００４】
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　そして、上記ステント搬送装置を使用する際には、ガイドワイヤ等を介して、装置先端
を管状器官の目的箇所まで到達させた後、内側シャフトの基端部を把持固定して、外側シ
ースを内側シャフトの基端側にスライドさせる。このとき、内側シャフトの止め具により
、ステントの基端部が押えられて、外側シースのスライドに伴うステントの移動が防止さ
れ、外側シースの先端開口部から、ステントが押し出されるように開放されて、管状器官
の目的箇所に留置されるようになっている。
【特許文献１】特開２０００－２４５８４６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１記載の搬送装置においては、上述したように、内側シャフトの基端側は
剛性の高い金属材料で形成されているが、先端側は金属材料よりも軟質の樹脂材料で形成
されている。
【０００６】
　そのため、ステントを外側シースから押し出して留置すべく、外側シースを内側シャフ
トの基端側にスライドさせるとき、内側シャフトの先端側が軸方向に縮んでしまうことが
あった。その結果、外側シースをスライドさせても、内側シャフトの先端側がかなり縮ん
だ状態にならないとステントが押し出されてこないため、どの程度のスライドによってス
テントが押し出されるかを正確に把握しにくいという問題が生じていた。
【０００７】
　更にステント解放時に、内側シャフトの先端側が縮んだ状態で、外側シースの先端開口
部から突出するので、内側シャフトが元の長さに伸びようとする反発力によって、ステン
トが急に飛び出してしまうことがあり、ステントの留置作業に支障が出ることがあった。
【０００８】
　したがって、本発明の目的は、ステント等の管状器官治療具を、管状器官の目的箇所に
スムーズかつ作業性よく留置することができる、管状器官治療具の搬送具を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明の第１は、外側シースと、該外側シース内にスライド
可能に配置される内側シースとを有し、前記外側シースの先端部内周に管状器官治療具を
配置し、前記内側シースの先端部に前記管状器官治療具を当接させた状態で、前記外側シ
ースをスライドさせることにより、前記外側シース先端部から前記管状器官治療具を開放
できるように構成された管状器官治療具の搬送具において、前記内側シースは、金属チュ
ーブを有しており、該金属チューブは、先端側に切溝が形成されて、基端側よりも柔軟に
されていることを特徴とする管状器官治療具の搬送具を提供するものである。
【００１０】
　上記発明によれば、外側シースの先端部内周に管状器官治療具を保持させ、内側シース
を外側シースに挿入した状態で、管状器官内に挿入して移動させていき、外側シースの先
端部を目的の治療箇所に到達させた後、外側シースを内側シースに対して基端部側にスラ
イドさせることにより、内側シースにより管状器官治療具を外側シース先端から徐々に押
し出して開放させ、目的の治療箇所に留置することができる。このとき、内側シースが金
属チューブを有しているため、内側シースが軸方向に縮むことが抑制され、管状器官治療
具を外側シースの内側シースに対するスライド量に応じて確実に押し出すことができ、留
置作業を容易にかつ正確に行うことができる。
【００１１】
　本発明の第２は、前記第１の発明において、前記切溝は、前記内側シースの軸方向に所
定間隔で配列されて形成されており、先端部側の隣接する切溝どうしの間隔は、基端側の
切溝どうしの間隔よりも、狭くなるように形成されている管状器官治療具の搬送具を提供
するものである。
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【００１２】
　上記発明によれば、先端側の隣接する切溝どうしの間隔の方が、基端側の切溝どうしの
間隔よりも狭いので、内側シースの先端部側を基端部側よりも柔軟にすることができ、プ
ッシュアビリティを損なうことなく、管状器官内を移動させやすくすることができる。
【００１３】
　本発明の第３は、前記第１又は第２の発明において、前記内側シースは、前記金属チュ
ーブと、該金属チューブに先端に連結された樹脂チューブとを有している管状器官治療具
の搬送具を提供するものである。
【００１４】
　上記発明によれば、内側シースの最先端部が樹脂チューブからなるので、内側シースの
最先端部をより柔軟にして、管状器官治療具の搬送具の先端部の柔軟性を高めて、先端部
の屈曲角度をより小さくすることができる。
【００１５】
　本発明の第４は、前記第１～３のいずれか１つの発明において、前記金属チューブの切
溝は、全体として螺旋形状をなし、この螺旋形状の切溝は、螺旋の線方向に沿って間欠的
に切断されて形成された切断部分と切残し部分とを有している管状器官治療具の搬送具を
提供するものである。
【００１６】
　上記発明によれば、切溝は間欠的に切断され、切断部分と切残し部分とが設けられた螺
旋状をなしているので、連続的に螺旋状の切溝が設けられた場合と比べて、内側シースが
縮みにくくなり、外側シースの内側シースに対するスライド量に応じて管状器官治療具を
更に正確に押し出すことができると共に、内側シース基端からの回転力を先端に伝えるト
ルク伝達性も向上させることができる。
【００１７】
　本発明の第５は、前記第４の発明において、前記金属チューブの前記切溝の切残し部分
は、軸方向位置によって周方向における角度がずれるように形成されている管状器官治療
具の搬送具を提供するものである。
【００１８】
　上記発明によれば、切残し部分が軸方向位置によって周方向における角度がずれるよう
に形成されているので、所定方向のみに曲りやすくなることが抑制されて、周方向に均一
な柔軟性を内側シースに付与することができる。
【００１９】
　本発明の第６は、前記第１～５のいずれか１つの発明において、前記内側シースは、前
記金属チューブの内周を挿通して配置された、ガイドワイヤを挿通可能な又は液体を流入
可能なガイドチューブを更に有している管状器官治療具の搬送具を提供するものである。
【００２０】
　上記発明によれば、金属チューブの内周に配置されたガイドチューブ内にガイドワイヤ
を挿通させて、ガイドワイヤを内側シース先端から突出させることができ、該ガイドワイ
ヤを用いて管状器官内に導入することができる。また、ガイドワイヤの挿通をスムーズに
行わせることができる。更に、造影剤や制癌剤等の液体を、切溝から流出することなく、
所望の位置に注入することができる。
【００２１】
　本発明の第７は、前記第１～６のいずれか１つの発明において、前記外側シースには、
補強体が配設されている管状器官治療具の搬送具を提供するものである。
【００２２】
　上記発明によれば、補強体によって外側シースの剛性が向上して、外側シースの伸びが
抑制されるので、内側シースの縮みにくさと相まって、外側シースの内側シースに対する
スライド量に応じて管状器官治療具を更に正確に押し出すことができる。
【発明の効果】
【００２３】
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　本発明の管状器官治療具の搬送具によれば、外側シース内に管状器官治療具を保持させ
て、管状器官内に移動させていき、外側シースの先端部を目的箇所に到達させた後、外側
シースを内側シースに対して基端部側にスライドさせると、管状器官治療具を外側シース
先端から押し出して、目的箇所に留置できる。このとき、内側シースが金属チューブを有
しているため、内側シースが軸方向に縮むことが抑制され、管状器官治療具を外側シース
の内側シースに対するスライド量に応じて確実に押し出すことができ、留置作業を容易に
かつ正確に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、図１～８を参照して、本発明の管状器官治療具の挿入具の一実施形態について説
明する。
【００２５】
　図１に示すように、この管状器官治療具の搬送具１（以下、「搬送具１」という）は、
ステント等の管状器官治療具を、血管、尿管、胆管、気管等の人体の管状器官の所定箇所
に搬送するためのものである。この実施形態における管状器官治療具としては、いわゆる
自己拡張型のステント７が用いられる。このステント７は、金属製の線材を編み及び／又
は組んで筒状に形成されたもので、その材質としては、熱処理による形状記憶効果や、超
弾性が付与される形状記憶合金が好ましく採用されるが、用途によってはステンレス、Ｔ
ａ、Ｔｉ、Ｐｔ、Ａｕ、Ｗ等を用いてもよい。形状記憶合金としては、Ｎｉ－Ｔｉ系、Ｃ
ｕ－Ａｌ－Ｎｉ系、Ｃｕ－Ｚｎ－Ａｌ系などが好ましく使用される。なお、この実施形態
では、ステント７に図示しないＸ線マーカーが付設されているか、或いは、形状記憶合金
の表面にＡｕ、Ｐｔ等のＸ線不透過性材料がメッキ等の手段で被覆されていて、Ｘ線不透
過性を付与されたステント７が用いられている。
【００２６】
　そして、この搬送具１は、図１に示すように、先端部内周に前記ステント７を縮径状態
で収容する外側シース１０と、該外側シース１０内にスライド可能に配置される内側シー
ス２０とを有している。
【００２７】
　前記外側シース１０は、ポリウレタン、ナイロンエラストマー、スチレン系エラストマ
ー等の熱可塑性エラストマー、ポリエチレン、ポリプロピレン、シリコーン、ポリエーテ
ルブロックアミド、ポリ塩化ビニル、酢酸ビニル、更には、ポリテトラフルオロエチレン
（ＰＴＦＥ）、パーフルオロアルコキシ樹脂（ＰＦＡ）、四フッ化エチレン－六フッ化プ
ロピレン共重合体（ＦＥＰ）、四フッ化エチレン－エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）等のフ
ッ素系樹脂等の合成樹脂から形成された、中空のチューブ状をなしている。更に、外側シ
ース１０は、ＢａＳＯ４、Ｂｉ、Ｗ等の粉末を含有させてＸ線不透過性のチューブとして
もよく、その外周には、ポリビニルピロリドン、ポリエチレングリコール、メチルビニル
エーテル、無水マレイン酸共重合体等の親水性樹脂をコーティングしてもよい。また、上
記各樹脂材料から形成されたチューブを複数積層させて、多層構造をなした外側シース１
０としてもよい。
【００２８】
　また、図３に示すように、この外側シース１０の内部には、金属線材や樹脂線材を、編
み及び／又は組んで、筒状の編組形状をなした補強体１２が埋設されている。その結果、
外側シース１０の剛性が向上し、伸び縮みしにくいように構成されている。図２に示すよ
うに、この補強体１２は、外側シース１０の、ステント７を収容する先端部よりもやや基
端側の位置から、図示はしないが外側シース１０の基端に至る位置まで配置されている。
なお、補強体１２としては上記編組形状のみならず、外側シース１０の内周又は外周に、
金属や樹脂からなる筒体を固着させたりしてもよく、特に限定されない。また、外側シー
ス１０の基端部外周には、外側シース１０を内側シース２０の基端側にスライドさせる際
に把持する部分となる、略筒状をなしたホルダ１４が装着されている。
【００２９】
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　次に、外側シース１０内にスライド可能に配置される内側シース２０について説明する
と、この内側シース２０は、前記外側シース１０よりも所定長さ長く形成された、中空の
チューブ状をなしている。また、この内側シース２０は、ステンレスや、Ｎｉ－Ｔｉ系、
Ｃｕ－Ａｌ－Ｎｉ系、Ｃｕ－Ｚｎ－Ａｌ系等の形状記憶合金などの金属材料からなる金属
チューブ２３を有している。この金属チューブ２３の内周には、前記外側シース１０と同
じような材質、例えば、ポリウレタン、ナイロンエラストマー等で形成され、ガイドワイ
ヤＷを挿通可能とした中空チューブ状のガイドチューブ２５が挿入配置されている。
【００３０】
　このガイドチューブ２５は、前記金属チューブ２３よりも所定長さ長く伸び、図２,３
に示すように、金属チューブ２３の先端部及び基端部からガイドチューブ２５が挿出され
ている。すなわち、金属チューブ２３の先端部からガイドチューブ２５の先端部が挿出す
ることにより、金属チューブ２３の先端面２３ａが段状をなし、この段状の先端面２３ａ
に外側シース１０の先端部内周に縮径保持されたステント７の基端部が当接支持されるよ
うになっている。
【００３１】
　また、図１～３に示すように、ガイドチューブ２５の先端部外周には、ガイドチューブ
２５よりも拡径し、先細テーパ形状をなした頭部２９が装着されている。図３に示すよう
に、この頭部２９は、外側シース１０の先端に当接している。また、頭部２９の中央には
、内側シース２０のガイドチューブ２５に連通する連通孔２９ａが形成され、ガイドチュ
ーブ２５内に挿入されたガイドワイヤＷを挿出可能となっている。
【００３２】
　更に、金属チューブ２３の基端部及び該基端部から挿出されたガイドチューブ２５の基
端部の外周には、図２に示すように、外側シース１０を内側シース２０の基端部側にスラ
イドさせる際に、内側シース２０を把持固定するための、略筒状をなしたハブ３１が装着
されている。同図２に示すように、ハブ３１の後端中央からは、ガイドチューブ２５の内
腔に連通する挿通孔３１ａが形成され、ガイドワイヤＷをガイドチューブ２５内に挿通可
能となっている。
【００３３】
　そして、前記内側シース２０を構成する金属チューブ２３は、図２に示すように、その
先端側に切溝３５が形成されていて、基端側よりも柔軟となるように形成されている。図
４（Ａ）には金属チューブ２３の正面図が示されており、図４（Ｂ）には、図４（Ａ）の
切溝３５の各形成箇所（ａ,ｂ,・・・ｇ）の拡大図が示されている。
【００３４】
　上記図４（Ａ）,（Ｂ）を参照して、金属チューブ２３の切溝３５について詳述すると
、この実施形態における切溝３５は、金属チューブ２３の先端側の所定位置から、軸方向
途中に至る位置まで、軸方向に沿って所定間隔で旋回した螺旋形状をなしている。
【００３５】
　また、金属チューブ２３の先端側の隣接する切溝３５,３５どうしの間隔は、基端側の
切溝３５,３５どうしの間隔よりも狭くなるように形成されている。この実施形態では、
図４（Ｂ）に示すように、各切溝形成箇所における、隣接する切溝３５,３５どうしの間
隔Ｐ１～Ｐ７は、金属チューブ２３の先端側から基端側に向かって徐々に、幅広となるよ
うに形成されている（Ｐ１＜Ｐ２＜・・・＜Ｐ６＜Ｐ７）。
【００３６】
　更にこの実施形態における螺旋形状の切溝３５は、金属チューブ２３の軸方向に沿って
連続した一本の線で形成されておらず、螺旋の線方向（螺旋の進行方向に沿った線の方向
）に沿って、間欠的に切断されて形成された切断部分３７と、切残し部分３９とを有して
いる。
【００３７】
　これについて、図４（Ｃ）の、切溝３５の切断部分３７及び切残し部分３９の関係を示
す説明図を参照して説明する。同図に示すように、金属チューブ２３の軸心Ｓに対する切
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断部分３７の切断角度をθ１とし、同軸心Ｓに対する切残し部分３９の切残し角度をθ２
としたとき、この実施形態においては、切断角度θ１が１８０°とされ、切残し角度θ２
が２０°とされている。このような切断角度θ１及び切残し角度θ２を選択することによ
り、切溝３５の切残し部分３９は、金属チューブ２３の軸方向位置によって周方向におけ
る切残し角度θ２が、ずれるように形成されている。
【００３８】
　この切残し部分３９の位置は、選択する切断角度θ１及び切残し角度θ２によって変位
する。例えば、切断部分３７の切断角度θ１を２２０°とし、切残し部分３９の切断角度
θ２を２０°とした場合は、図５に示すように、切溝３５に対して軸方向に一つおきに切
残し部分３９が配置され、かつ、該切残し部分３９は、金属チューブ２３の周方向のほぼ
同じ位置となるように整列して配置されるようになっている。
【００３９】
　また、この実施形態における切溝３５は、上述したように螺旋形状をなしているが、例
えば、一部が切残された円環状の切溝を、金属チューブ２３の軸方向に沿って所定間隔で
複数配列させてもよく、特に限定されない。
【００４０】
　次に、上記構造からなる本発明の搬送具１の使用方法について、図６～８を参照して説
明する。
【００４１】
　本発明の搬送具１は、人体の管状器官の所定箇所に、穿刺針や鞘状シース等を用い、膚
を通して経皮的に挿入したり、或いは、内視鏡を通して挿入したりする方法を採用するこ
とができるが、この実施形態における搬送具１は、内視鏡を通して管状器官内に挿入され
る態様のものである。
【００４２】
　図６に示すように、この実施形態の搬送具１は、人体の管状器官の中でも、分岐部Ｆが
ある管状器官Ｖ内に挿入され、そこに形成された狭窄部Ｎに管状器官治療具であるステン
ト７を留置して、狭窄部Ｎを拡張させるために用いられ、内視鏡５に形成された図示しな
いルーメンを通して挿入される。また、この搬送具１を搬送する際には、ガイドワイヤＷ
も併せて使用される。ガイドワイヤＷとしては、超弾性合金やステンレス等からなる、公
知のものが用いられる。
【００４３】
　まず、内視鏡５を管状器官Ｖ内に挿入していき、その先端部を分岐部Ｆよりやや奥方ま
で到達させる。その後、内視鏡５のルーメン内に配置された図示しないカニューラを、分
岐部Ｆから分岐したもう一つの管状器官Ｖ１内に挿入し、該カニューラを介して管状器官
Ｖ１にガイドワイヤＷを導入し、その先端部が管状器官Ｖ１の奥方に至るまで挿入する（
図６参照）。その状態で図示しないカニューラを内視鏡５のルーメンから引き抜く。
【００４４】
　上記のようにガイドワイヤＷを配置した後、ガイドワイヤＷの基端部を、内側シース２
０のガイドチューブ２５に、その先端部側から挿入して、ガイドワイヤＷの外周に搬送具
１を外装させる。そして、このガイドワイヤＷの外周に沿って搬送具１をスライドさせて
、内視鏡５のルーメン内に挿入していく。このように、金属チューブ２３内に配置された
ガイドチューブ２５にガイドワイヤＷを挿入して、このガイドチューブ２５を介して搬送
具１をガイドワイヤＷに沿ってスライドさせるようにしたので、切溝３５にガイドワイヤ
Ｗが引っ掛かることなく、搬送具１をスムーズに移動させることができる。
【００４５】
　そして、内視鏡５のルーメンを通して、その開口部から搬送具１の先端部を突き出して
、内視鏡５で視認しつつ搬送具１を押し込んでいき、その先端部を図６に示すように目的
の留置箇所である狭窄部Ｎをやや超えた位置まで到達させる。
【００４６】
　このとき、図６に示すように、曲折した管状器官Ｖ１内を、搬送具１が移動するように
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なっているが、この実施形態の搬送具１では、前述したように、隣接する切溝３５,３５
どうしの間隔は、金属チューブ２３の先端側から基端側に向かって徐々に、幅広となるよ
うに形成されている（図４（Ｂ）参照）。そのため、金属チューブ２３は、基端側が硬く
、先端側に向かって徐々に柔軟となるように構成されているので、プッシュアビリティ（
基端側から作用した押し込み力を先端側へ伝達させる能力）を損なうことなく、確実に押
し込むことができると共に、その段階的に柔らかくなる柔軟性によって、曲折した管状器
官Ｖ１でもスムーズに挿入することができ、更に、曲げ応力の集中を防いでキンク（折れ
曲がり）を防止することができる。
【００４７】
　更に、この実施形態の搬送具１では、金属チューブ２３に形成された、切溝３５の切残
し部分３９が、軸方向位置によって周方向における角度がずれるように形成されている（
図４（Ｂ）参照）。そのため、内側シース２０が、所定方向のみに曲りやすくなりなるこ
とが抑制されて、周方向に均一な柔軟性を内側シース２０に付与することができる。
【００４８】
　そして、図６に示すように、搬送具１が配置されたら、内側シース２０の基端部に装着
されたハブ３１を把持し、内側シース２０を操作者の手元で固定保持する。その一方、外
側シース１０のホルダ１４を把持して、図７に示すように、外側シース１０を内側シース
２０に対して基端部側にスライドさせる。すると、内側シース２０の先端面２３ａに当接
支持されたステント７が、同内側シース２０の先端面２３ａによって、外側シース１０の
先端部から徐々に押し出されて開放される。
【００４９】
　このとき、この搬送具１においては、内側シース２０は、金属チューブ２３を有してい
るので、内側シース２０が軸方向に縮むことを抑制することができる。従来の樹脂材料で
形成された内側シャフトのように大きく縮むことがない。そのため、ステント７を、外側
シース１０の内側シース２０に対するスライド量に応じて、確実に押し出すことができ、
ステント７の留置作業を容易かつ正確に行うことができる。
【００５０】
　また、この実施形態においては、金属チューブ２３に形成された切溝３５は、連続的に
形成された螺旋形状ではなく、螺旋の線方向に沿って間欠的に切断されて形成された切断
部分３７と切残し部分３９とからなる螺旋形状をなしている。そのため、連続的に螺旋状
の切溝が設けられた場合と比べて、切残し部分３９がある分だけ金属チューブ２３が更に
縮みにくくなるので、外側シース１０の内側シース２０に対するスライド量に応じて、ス
テント７を更に正確に押し出すことができる。
【００５１】
　また、この実施形態では、切溝３５に切残し部分３９が設けられているので、螺旋状の
切溝３５が連続的に形成されたものと比べて、金属チューブ２３の剛性を保持することが
でき、搬送具１のトルク伝達性も向上させることができる。
【００５２】
　更に、この実施形態においては、内側シース２０に金属チューブ２３を採用するのに加
えて、その外周に被さる外側シース１０にも、補強体１２を配設するように構成したので
、この補強体１２によって外側シース１０の剛性が向上して、外側シース１０の縮みも抑
制することができるようになっている。このように、内側シース２０及び外側シース１０
の両者を共に縮みにくくすることができるので、それらの相互作用によって、外側シース
１０の内側シース２０に対するスライド量に応じて、ステント７を更に正確に押し出すこ
とができる。
【００５３】
　そして、外側シース１０の先端部から、ステント７が完全に押し出されて開放されると
、その拡張力によって狭窄部Ｎを内側から押し広げて拡開させた状態で、図８に示すよう
にステント７が留置され、管状器官Ｖ１の狭窄を治療することができる。
【００５４】
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　図９には、本発明の搬送具の他の実施形態が示されている。なお、前記実施形態と実質
的に同一部分には同符号を付してその説明を省略する。
【００５５】
　この実施形態は、前記実施形態と比べて内側シースの構造が異なっている。すなわち、
この実施形態における内側シース２０ａは、切溝３５が形成された金属チューブ２３と、
該金属チューブ２３の先端に連結された樹脂チューブ４０とを有している。また、金属チ
ューブ２３及び樹脂チューブ４０の内周には、ガイドチューブ２５が挿入されて、ガイド
チューブ２５の先端が、樹脂チューブ４０の先端から挿出されている。したがって、ガイ
ドチューブ２５を介して、金属チューブ２３と樹脂チューブ４０とが、更にしっかりと連
結された状態となっている。また、前記樹脂チューブ４０は、前記外側シース１０及びガ
イドチューブ２５と同じような材質、例えば、ポリウレタン、ナイロンエラストマー等で
形成されている。
【００５６】
　そして、この実施形態によれば、内側シース２０のガイドチューブ２５を除く最先端部
が樹脂チューブ４０からなるので、内側シース２０の最先端部をより柔軟にして、搬送具
１の先端部の柔軟性を高めて、同先端部の屈曲角度をより小さくすることができる。
【実施例】
【００５７】
　本発明の搬送具１でステント７を収容した場合、どの程度の押し込み力でステント７を
押し出すことができるかを試験した。
【００５８】
　（１）実施例
　実施例として、図１に示す構造をなし、その先端部にステント７が縮径状態で保持され
た搬送具１を用意した。また、外側シース１０はナイロンからなり、編組形状の補強体１
２が埋設され、内側シース２０は、ステンレスからなり、図４に示すパターンで、螺旋形
状の切溝３５が形成されたものを用いた。
【００５９】
　（２）比較例
　比較例として、内側シース２０の構造が異なる以外は、前記実施例と同様の搬送具を用
意した。内側シース２０は、ステンレスで形成された切溝のないストレートな基端側チュ
ーブと、ナイロンで形成された先端側チューブとが連結されたものを用いた。
【００６０】
　（３）試験装置
　図１０に示すように、外側シース１０の基端部のホルダ１４を支持して、外側シース１
０を上下方向に配置して支持固定する支持枠５１と、該支持枠５１の上方に配置されて、
内側シース２０の基端部を把持固定すると共に、所定速度で下降して内側シース２０に押
し付け荷重を付与するロードセル５３とを備えた、試験装置を用意した。
【００６１】
　（４）試験方法
　上記の実施例及び比較例を、図１０に示す試験装置にセットして、１５０ｍｍ／ｍｉｎ
の押し出し速度で、内側シースを押し込んで、ステント７の開放が、どの程度の押し込み
量でなされるかを試験した。その結果を、図１１に示す。
【００６２】
　図中、横軸の距離は、内側シース２０の押し込み距離を示し、図中縦軸の荷重は、その
ときの押し込み荷重を示している。また、図中の最大荷重を越えた位置から、ステント７
の先端部が外側シースから解放され始め、最大荷重までの距離が、外側シース及び／又は
内側シースの縮み量である。
【００６３】
　この図１１に示すように、比較例の搬送具は、ステント７が押し出されるまで、２０ｍ
ｍもの大きな縮み量が測定され、その押し出し荷重も大きい。これに対して、実施例の搬
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送具１は、１０ｍｍ程度の小さな縮み量で、かつ、比較的小さな押し出し荷重で、ステン
ト７が押し出されることが分かった。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の管状器官治療具の搬送具の一実施形態を示す斜視図である。
【図２】同搬送具の内側シースの斜視図である。
【図３】同搬送具の先端部における拡大断面図である。
【図４】同搬送具の内側シースを構成する金属チューブを示しており、（Ａ）はその正面
図、（Ｂ）は（Ａ）の切溝の各形成箇所の拡大図、（Ｃ）は切溝の切断部分及び切残し部
分の関係を示す説明図である。
【図５】同搬送具の内側シースを構成する金属チューブの他形状を示す正面図である。
【図６】同搬送具を管状器官内に挿入する際の、第１工程を示す説明図である。
【図７】同搬送具を管状器官内に挿入する際の、第２工程を示す説明図である。
【図８】同搬送具を用いて、管状器官内に管状器官治療具を留置した状態を示す説明図で
ある。
【図９】本発明の管状器官治療具の搬送具の他の実施形態を示す斜視図である。
【図１０】実施例及び比較例の搬送具の、ステントの押し込み試験の試験方法を示す説明
図である。
【図１１】同ステントの押し込み試験の結果を示し、内側シースの押し込み距離とその押
し込み荷重との関係を示す図表である。
【符号の説明】
【００６５】
１　管状器官治療具の搬送具
７　ステント（管状器官治療具）
１０　外側シース
１２　補強体
２０,２０ａ　内側シース
２３　金属チューブ
２５　ガイドチューブ
３５　切溝
３７　切断部分
３９　切残し部分
４０　樹脂チューブ



(11) JP 2009-201867 A 2009.9.10

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(12) JP 2009-201867 A 2009.9.10

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(13) JP 2009-201867 A 2009.9.10

【図９】 【図１０】

【図１１】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

